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黒川保美 教授　履歴・業績
履　歴
1948年　千葉県生まれ
［学　歴］
1970年 3 月　明治大学経営学部経営学科卒業（経営学士）
1974年 3 月　早稲田大学大学院商学研究科修士課程終了（商学修士）
1978年 3 月　慶應義塾大学大学院商学研究科博士（後期）課程単位取得
［学　位］
博士（商学）「社会関連会計―フランスにおける社会関連会計論―」乙（1992年 3 月 9 日，慶應義塾大学）
森山書店
［職　歴］
1978年 4 月　専修大学商学部　助手
1980年 4 月　専修大学商学部　専任講師
1983年 4 月　専修大学商学部　助教授
1986年 7 月　長期在外研究員（フランス，Grand Ecole, ESSEC: École Supérieure des Sciences Économ­
iques et Commerciales）（～1987年 7 月）
1990年 4 月　専修大学商学部　教授
2005年 4 月　大学院社会知性開発研究センター担当教員（～2006年 3 月）
2007年 4 月　国内研究員（～2008年 3 月）
〈非常勤講師〉
（元）：秋草学園短期大学，明海大学，東京情報大学，千葉経済大学，秀明大学，国際基督教大学，立教大
学
〈欧文雑誌 Springer-Verlag 編集〉
International Journal of Asian Manegement, no. 1 ～no. 3 , Springer-Verlag, Managing Editor and Editorial 
Committee Sub Chief
［学内役職歴］
二部学生部次長，教員資格審査委員会委員，会計学研究所長
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［担当科目］
〈商学部〉「財務会計論」，「簿記論 1 」，「会計外国書購読」，「演習」，「卒業研究」，「社会環境会計（旧カリ
キュラム）」
〈商学研究科〉（修士課程）「財務会計特論Ⅰ・Ⅱ・演習」（博士後期課程）「財務会計特殊研究（講義，演
習）」
［博士論文審査］
主査　松本徹 「非金融負債会計の研究：蓋然性要件の取扱いを中心として」甲　専修大学商学研究科
（2013年 3 月）
副査　川口順一「資産動態論の構築」乙　専修大学商学研究科（2005年 3 月）
副査　武井敦夫「デュポン社における事業評価の研究」乙　東京情報大学（2005年 3 月）
副査　鶴見正史 「中小企業会計基準の設定と情報システム―社会的要請に応える新たな会計制度の在り
方―」甲　佐賀大学工学系研究科（2016年 9 月）
副査　宮川宏 「総合的企業情報開⽰に関する研究：情報作成者と情報利者の観点の導入」甲　専修大学経
営学研究科（2017年 3 月）
［所属学会］
〈国内学会〉
日本会計研究学会：理事，評議員
日仏経営学会：会長（元），常任理事（元）理事
日本経営分析学会：常任理事（元），理事（元）
日本経営分析学会：ディスクロージャー研究会議，幹事
日本社会関連会計学会：理事（元）
国際会計研究学会：理事（元）
アジア経営学会：理事（元）評議員（元）監査人（元）
ディスクロージャー研究学会：常任理事（元）監事（元）
経営ディスクロージャー研究学会：常任理事（元）
NPO 法人東連ジャパン：副理事長（元）：理事
文化会計学会：理事
財務会計研究学会：理事（元）監事（元）
環境経営学会：理事（元）
危機管理システム学会：常任理事（元），理事（元）
日本経営学会：会員（元）
〈国際学会〉
IFSAM （International Federations of Scholarly Associations of Management: （経営学会国際連合）Execu­
tive Committee: Treasurer 1993-1994, Secretary 1995-1996
IFEAMA （International Federations of East Asia Management Associations: （東アジア経営学会国際連合）, 
Secretary General（元）
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American Accounting Association 会員（元）
Association François de Comptabilité 会員（元）
European  Accounting  Association 会員（元）
〈関連学会〉
経営学関連学会協議会：評議員（元）
日本経済学会連合： 評議員（元）：英文年報35号編集委員長（Information Bulletin of The Union of Na­
tional Economic Associations in Japan No.35, Dec, 2015）
英文年報29号編集委員・執筆委員 （Information Bulletin of The Union of National Economic Associations 
in Japan No.29, 2009年）
〈日本学術会議〉
経営学研究連絡委員会　17期幹事　18期委員　19期委員
〈日本学術会議代表派遣〉
1 ．「第 6 回国際製品開発経営会議」英国・ケンブリッジ大学（平成11年 7 月 2 日～ 7 月 9 日）
2 ．「国際ビジネス応用会議」メキシコ・プエルト・バヤルタ（平成14年 3 月13日～22日）
3 ． 「第11回　経営組織認識論にかかわるワークショップ」ドイツ・ミュンヘン・工科大学（TUM）
Business School（平成17年 3 月 2 日～ 3 月 7 日）
〈日本学術振興会〉
1 ．科学研究費　平成16年度審査委員
2 ． 特別研究員等審査会専門委員及び国際事業委員会書面審査委員（平成20年 8 月 1 日～平成22年 7 月31
日）
184
業　績
［論文等］
〈論文〉
1978年12月　「フランスにおける連結範囲の考察」『会計学研究 4 号』，専修大学会計学研究所
1979年11月　「改訂 プラン・コンダブル・ジェネラルの研究」『会計学研究 5 号』，専修大学会計学研究所
1981年10月　「フランスにおける社会責任会計の制度化」『会計学研究 7 号』，専修大学会計学研究所
1982年10月　「社会責任会計の基本問題」『専修商学論集33号』，専修大学
1983年 3 月　「社会責任会計の発展段階」『会計学研究 9 号』，専修大学会計学研究所
1985年 2 月　「EC 理事会 第 7 次指令の連結の範囲について―その内容とフランスの若干の動向―」『経
営研究年報 9 号』，専修大学
1985年 3 月　「EC 第 4 次指令の国内化―フランスにおける営業報告書と会計監査役の規定―」『会計学研
究11号』，専修大学会計学研究所
1986年 3 月　「社会目的の現行会計制度への適用」『会計学研究12号』，専修大学会計学研究所
1986年12月　「国際会計基準と EC 第 7 号指令」『経営研究年報10号』，専修大学
1987年 3 月　「フランスにおける1984年度の会計情報の開⽰」『会計学研究13号』，専修大学会計学研究所
1987年12月　「付加価値計算書の展開―フランスにおける社会的側面―」『三田商学研究30巻 5 号』，慶應
義塾大学
1988年 2 月　「フランスにおける会計機関」『商学研究年報13号』，専修大学商学研究所
1988年 9 月　「フランス公企業の社会貸借対照表」『専修商学論集46号』，専修大学
1989年 3 月　「フランス・テレメカニック社における社会関連会計制度」『専修大学商学研究年報14号』，
専修大学
1989年 3 月　「フランスにおける社会関連会計システムの設計」『専修大学社会科学研究所年報32号』，専
修大学
1989年 5 月　「フランス P.T.T. の社会貸借対照表」『社会関連会計研究 創刊号』，日本社会関連会計学会
1989年 8 月　染谷恭次郎編「 2 ．海外諸国の会計士制度―イギリス―」担当，黒澤委員会「Report わが
国における会計職能の将来　主として公認会計士制度の領域について」『JICPA ジャーナル
1 巻 5 号』，日本公認会計士協会
1989年 9 月　「フランスにおける従業員の参加と利益分配の会計上の位置づけ―1986年10月21日のオルド
ナスを中心として」『専修商学論集48号』，専修大学
1990年 1 月　「Approche macro-économiqué et la comptabilite du coût de la Rechrche développment」『専
修大学商学研究所報73号』，専修大学
1990年 3 月　「フランスにおける人的資源会計と社会的リスク」『会計学研究16号』，専修大学会計学研究
所
1990年 5 月　「主要企業の動向「トムソン」」『機械工業経済研究報告書 HI- 8 』，機械振興協会経済研究所
1990年 9 月　「フランスにおける R.E.S （労働者による企業買収）の会計的側面」『専修商学論集 50号』，
専修大学
1991年 3 月　「フランスにおける余剰計算書の適用方法」『商学研究年報16号』，専修大学商学研究所
1991年 3 月　「余剰計算書の公企業への適用」『会計学研究17号』，専修大学会計学研究所
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1991年 3 月　「フランスにおける社会監査の動向」『経営研究年報15号』，専修大学
1992年 1 月　「フランス社会関連会計の一側面」『産業経理51巻 4 号』，産業経理協会
1992年10月　「フランスにおける EC 第 4 次指令の影響」『日仏経営学会誌 9 号』，日仏経営学会
1993年 2 月　「EC 諸国における国際会計基準と EC 指令の国内化の現状」『経理情報677号』，中央経済社
1993年 2 月　「フランスにおける地方自治体会計の改革」『三田商学研究35巻 6 号』，慶應義塾大学
1994年 7 月　「フランスにおける公会計の動向―とくに地方自治体会計を中心として―」『産業経理54巻 2
号』，産業経理協会
1995年 9 月　「フランス企業会計と確定決算」『会計148巻 3 号』，森山書店
1996年10月　「国際会計基準と日本への導入をめぐって」『JICPA ジャーナル 8 巻10号』，日本公認会計士
協会
1997年 1 月　「フランス環境会計の動向」『産業経理56巻 4 号』，産業経理協会
1999年12月　「フランス会計標準化制度の現状」『企業会計51巻13号』，中央経済社
2000年 3 月　「フランス非営利組織体における1996年12月27日のアレテ（M14）の会計上の位置づけ」『会
計学研究26号』，専修大学会計学研究所
2002年 3 月　「フランス政府公会計制度の改革」『会計学研究27号』，専修大学会計学研究所
2002年 3 月　「企業の国際化を促す国際会計基準」『郵政』，郵政弘済会（郵政省）
2003年 9 月　「フランスにおける公会計制度の改革」『会計検査研究28号』，会計検査院
2004年 7 月　「（論壇）中小企業と財務・会計」『商工金融54巻 7 号』，商工総合研究所
2005年 3 月　「我国における社会責任会計の動向」『会計学研究31号』，専修大学会計学研究所
2006年10月　「中小企業の会計問題」『商工金融56巻10号』，商工総合研究所
2013年 6 月　「フランスの政府会計制度改革の現状」『会計183巻 6 号』，森山書店
2014年 1 月　「EU における CSR 会計の法的位置づけについて」『会計185巻 1 号』，森山書店
〈研究ノート〉
1988年 4 月　「会計と社会」『三田評論891号』，慶應義塾大学
1989年 3 月　「フランスにおける社会関連会計システムの設計」『専修大学社会科学研究所年報32号』，専
修大学
1991年12月　「社会関連会計―フランスにおける社会関連会計論」『日仏経営学会誌 8 号』，日仏経営学会
1995年 3 月　「フランスにおいて税が会計に及ぼす影響」『会計学研究21号』，専修大学会計学研究所
〈資料〉
1978年 5 月　「プラン・コンタブルの適用」『日仏経営学会誌 4 号』，日仏経営学会
1992年10月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「フランスの会計制度」担当），第一法規
1993年 2 月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「オランダの会計制度」担当），第一法規
1993年 9 月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「第13章 セネガルの会計制度」「第14章 コート・ジボ
ワールの会計制度」「第15章 マダガスカルの会計制度」「第16章 ニジェールの会計制度」
「第17章 トーゴの会計制度」「第18章 コンゴの会計制度」担当），第一法規
1994年 9 月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「トルコの会計制度」担当），第一法規
1994年 9 月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「セネガルの会計制度」担当），第一法規
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1995年 5 月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「デンマークの会計」担当），第一法規
1995年 9 月　森脇彬編『信用調査ハンドブック』（「ハンガリーの会計制度」担当），第一法規
1996年 7 月　信用調査実務研究会編『信用調査ハンドブック』（「仏和対訳」担当），第一法規
2002年 3 月　「非営利組織体シンラを訪問して」『商学研究所年報33巻 6 号』，専修大学商学研究所
〈翻訳〉
1982年 5 月　「利益の魔術：経済的利益対会計的利益」『証券アナリスト・ジャーナル20巻 5 号』，日本証
券アナリスト協会
1996年12月　「企業における総生産性： 測定と分配」『経営研究年報20号』，専修大学
1999年 3 月　「財務会計諸概念に関する概念ステートメント第93号　非営利組織体による減価償却の認識」
『商学研究年報24号』，専修大学商学研究所
2002年 3 月　「財務会計基準書第124号・非営利組織体が保有する特定の投資有価証券のための会計」『商
学研究年報26号』，専修大学商学研究所
［著書等］
〈著書・編著〉
1992年 3 月　『社会関連会計―フランスにおける社会関連会計論―』（2000年 1 月増補版），森山書店
1994年 2 月　黒川保美編『総解説・国際会計基準』（「序論」「第 1 部Ⅰ IASC と IOSOC」「第 1 部Ⅱ 会計
制度の調和と E32」「第 2 部 Ⅰ」「第 2 部Ⅱ - 3  インフレーション会計および全体の調整」
担当），日本経済新聞社
1997年11月　黒川保美編『会計学を面白く学ぶ』第 1 版（「 1 章」「 2 章」「 4 章」「15章」「16章」「17章」
「18章」担当及び全体の調整），（第 2 版 2000年，第 3 版2003年，第 4 版 2008年）中央経済
社
2005年12月　黒川保美代表「社会関連会計の再構築（スタディ・グループ中間報告）」『社会関連会計研究
17号』
2006年12月　黒川保美代表「社会関連会計の再構築（スタディ・グループ最終報告）」『社会関連会計研究
18号』
2009年 4 月　「‘Accounting Problems Encountered in M & A’, in “M & A for Value Creation in Japan”」
World Scientific Publication, Yasuyoshi Kurokawa, editor
〈共編著〉
1989年12月　「‘Le coût de la Recherche développement au Japon’ dans, “Management de la Recherche 
Développement et de l’innovation”」 E.N.S.E.A. & Unversité Paris, val de Marne, A.Burlaud, 
A.Champaux, T.Noguchi, Y.Kurokawa, eds.
2000年10月　黒川保美・木下照嶽・野村健太郎編『政府／非営利組織の経営管理会計』（「第 1 部第 1 章 
政府の経営・管理会計」，「第 1 部第 3 章 ケース・スタディ，フランスの政府会計」担当），
創成社
2009年 3 月　石崎忠司・黒川保美編『公共性志向の会計学』（「第13章 フランスにおける新しい政府会計
制度」担当），中央経済社
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2009年 9 月　黒川保美・赤羽新太郎編『CSR グランド戦略』（「第 8 章 企業結合とコーポレート・ガバナ
ンス」担当），白桃書房
〈共著〉
1983年 6 月　新井清光編『財務会計の基礎』（「第 3 編 5 章 社会責任会計の基礎」担当），中央経済社
1985年11月　会田義雄編『企業結合会計』（「第 9 章 フランスの企業結合会計―EC 第 7 号指令との関連
において」担当），中央経済社
1993年 6 月　木下照嶽編『市民生活会計』（「第 5 章 労働生活と会計情報」 担当），森山書店
1994年 3 月　藤田幸男編『国際化時代と会計』（「第 4 部第29章 ヨーロッパ共同体（EC）による会計基準
の調和化」担当），中央経済社
1995年10月　石崎忠司・木下照嶽・堀井照重編『政府・非営利会計』（「第 8 章 フランスの政府会計制度」
担当），創成社
1996年 9 月　安藤英義編『会計フレームワークと会計基準』（「第 1 部 2 ．第 3 節フランス」「第 1 部 4 ．
第 2 節フランス」「第 3 部フランス企業会計制度―個別財務諸表と連結財務諸表」担当）【代
表：安藤英義，科学研究費補助金，総合研究 A 平成 6 - 7 年度および研究成果公開費，平成
8 年度】，中央経済社
1998年 4 月　木下照嶽・勝山進・上領英之編『現代会計―学際的展開―』（「第14章　国際化社会と会計情
報」担当），創成社
2002年 3 月　高橋俊夫編『コーポレート・ガバナンスの国際比較』（「第 7 章パブリック・アカンタビリ
ティとコーポレート・ガバナンス」担当），中央経済社
2002年 9 月　杉山学・鈴木豊編『非営利組織体の会計』（「Ⅱ部第 1 章地方自治体の情報開⽰」「Ⅱ部第 8
章フランスの地方自治体会計の特徴」担当），中央経済社【代表：杉山学，科学研究費補助
金，平成12～14年度】
2005年 7 月　野村健太郎編『プラン・コンタブルの国際比較』（「第 6 章ポーランドのプラン・コンタブ
ル」担当），中央経済社
2007年 3 月　赤羽新太郎編『経営の新潮流』（「第 8 章　フランスにおける公的組織体のガバナンス」担
当），白桃書房
〈共訳書〉
2001年 5 月　黒川保美・鷹野宏行・船越洋之・森本晴生共訳『FASB・NPO 会計基準』（「財務会計基準書
第93号・非営利組織体による減価償却の認識，財務会計基準第124号・非営利組織体が保有
する特定の投資有価証券のための会計」担当），中央経済社
〈事典・辞典〉
1991年 2 月　小川洌，鎌田信夫編『現代英和会計用語辞典』（社会関連会計項目 担当），同文館
1991年 4 月　日本社会関連会計学会編『会計情報ディスクロージャー事典』（「第 4 章第 1 節　社会関連情
報の定義，社会関連情報の開⽰」担当），中央経済社
1997年12月　二神恭一編『ビジネス・経営学辞典』（会計学項目担当），中央経済社
1998年 7 月　二神恭一編『人材開発辞典』（人件費，直接労務費，グラン・ゼ・コール，旅費　担当），日
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1998年10月　森川八洲男編『会計学用語辞典』（人的資源会計，会計方針， 1 株当たり利益，セグメント
会計，社会会計，企業会計，社会責任会計，仕訳帳，特殊仕訳帳，総合仕訳帳，単一仕訳帳
制度，複合仕訳帳制度，分割仕訳帳制度　担当），税務経理協会
2005年 5 月　日本経営分析学会編『経営分析辞典』（第 3 章 VI　非営利企業の経営分析担当），税務経理
協会
2009年 3 月　松原成美編『コンパクト連結会計用語辞典』（時価アプローチ　収益・費用アプローチ　資
産・負債アプローチ　子会社資産・負債の償却処理　子会社の欠損　子会社資産・負債　担
当），税務経理協会
2015年 3 月　日本経営分析学会編『経営分析辞典（新版）』（第11章　政府と非営利組織の経営分析　担
当），税務経理協会
［その他］
〈書評・講評〉
1997年11月　「岡田依里著　日本の会計と会計環境（同文社）」，『ニュース専修326号』
1999年 3 月　「木下照嶽・中島輝雄・柳田仁編　文化会計学―国際会計の一展開（税務経理協会）」，『富士
ビジネスレビュー 9 巻 2 号』，富士短期大学
2002年12月　「宮崎修行著　統合的環境会計論（創成社）」，『会計162巻 6 号』，森山書店
2005年 7 月　「伊藤秀俊著　フランス外貨換算会計（税務経理協会）」，『名城論叢第 6 巻第 1 号』，名城大
学
2010年 5 月　講評「石津寿惠稿　独立行政法人における固定資産の会計処理―損益外減価償却の課題」
『財務会計研究 4 号』，白桃書房
2015年 1 月　「菊谷正人編　IFRS における資産会計の総合的研究」『産業経理74巻 4 号』，産業経理協会
2015年 6 月　「松本徹著　非金融負債会計の研究―蓋然性要件の取扱いを中心に―（専修大学出版局）」，
『財務会計研究 9 号』，白桃書房
〈科学研究費成果報告書（個人）〉
2001年 3 月　科学研究費成果報告書　基盤研究 C　11630135
 「非営利企業の効率性についての経営分析」（平成11年度～平成12年度）研究代表者
〈国際派遣報告〉
2000年 3 月　「国際派遣報告（日本学術会議）第 6 回国際製品開発経営会議に出席して」，『学術の動向　
5 巻 3 号』
2003年 2 月　「国際派遣報告（日本学術会議） 国際ビジネス応用研究会議に出席して」，『学術の動向　 8
巻 2 号』
〈報告，報告書，スタディグループ・特別委員会報告（報告書）等〉
1988年 9 月15日　「フランスの社会関連会計について」日本社会関連会計学会創立総会，ゆうぽうと（東
京簡易保険会館）
189黒川保美教授　履歴・業績
1989年11月 6 日　“Le coût de la Recherche développement au Japon”, dans “Management de la Re­
cherche Développement et de l’innovation”, Colloque ENSEA France-Japon sur La 
R&D,” IFSAM pre-conférence, Université du Val-de-Marne et ENSEA（École national 
de l’electronique et ses applications ） Cergy-Pontoise, France
1992年10月 1 日　「EC 統合とフランス会計制度」日仏経営学会，札幌大学
1993年12月27日　「国際会計基準と日本」 中国国民経済管理学会，夏旦大学（上海）
1995年 9 月 7 日　『会計フレームワークと会計基準』「第 2 章 各国における会計規則および会計基準の現
状（第 3 節），第 4 章 独仏日における概念的フレームワーク論（第 2 節）フランス」担
当，日本会計研究学会（共著：安藤英義日本会計研究学会特別委員会委員長「特別委員
会最終報告書（中間報告および中間報告書　1994年 6 月　山梨学院大学）」）
1996年 7 月 9 日　Evaluation and Accounting of Intangibles, Session 2 - 3 .（Co-Chairman） 3th IFSAM 
Paris（France）
1998年 7 月14日　The way of decision making in product development process by car makers, 4th IFSAM 
Proceeding in CD-ROM, Alcalal de  Henares （Spain）
1999年11月18日　日本学術会議50周年経営学研究連絡委員会シンポジウム「経営学―その100年と21世紀
へのあり方（第 3 回）経営学における資本・財務をめぐって」趣旨説明・座長，日本学
術会議大会議室
2000年 7 月 9 日　Affects of Collapse of the Keiretu System, 5th IFSAM Proceeding in CD-ROM, Montreal
（Canada） 
2001年 9 月22日　共同発表：日本会計研究学会スタディ・グループ（代表：杉山学）最終報告および最終
報告書『非営利組織体の会計』「第Ⅱ部　 2 　地方自治体の情報開⽰， 7 　各国の地方
自治体会計制度の特徴， 8 　地方自治体会計制度の実態～アンケート調査とヒアリング
調査をもとに～」担当，大阪学院大学（「中間報告（明治大学，2000年 9 月）および中
間報告書　第Ⅱ部　 5 　地方自治体会計制度に関する現状と課題， 6 　地方自治体の実
態調査」担当）
2002年 7 月11日　The Effect of IT Investment on Company Performance and Organizational Restructur­
ing, 6th IFSAM Proceeding in CD-ROM, Gold Coast（Australia） 
2004年 7 月　　　共同発表：日本会計研究学会スタディ・グループ（代表：野村健太郎）最終報告および
最終報告書『各国プラン・コンタブルの比較研究』「第 1 編　各国プラン・コンタブル
の構造　 6 ．ポーランドのプラン・コンタブル」担当，中央大学（中間報告（2003年 9
月，近畿大学）および中間報告書）
2004年 7 月 6 日　Critical Success Factors in Different Types of New Product Development in Japan, 7th 
IFSAM, Proceeding in CD-ROM, Goteborg（Sweden） 
2006年 6 月19日　テクニカル・セミナー「フランスにおける公会計制度の改革」，会計検査院
2006年 9 月29日　Coordinating Supply chains by controlling operating rate in car industry. 8th IFSAM 
Proceeding in CD-ROM, Berlin（Germany） 
2006年11月25日　日本社会関連会計学会　スタディ・グループ（代表：黒川保美）最終報告および最終報
告書『社会関連会計の再構築』，愛知工業大学（中間報告（法政大学，2005年10月22日）
および中間報告書）
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2010年11月20日　日本社会関連会計学会　スタディ・グループ（代表：勝山進）報告および最終報告書
『日本社会関連会計学会の検証―過去・現在・未来―』「第 4 章　日本社会関連会計学会
の検証」担当，第23回全国大会，神戸大学（中間報告　第22回全国大会，明治大学，
2009年11月14日）
2013年11月 9 日　日本社会関連会計学会スタディ・グループ（代表：湯田雅夫）報告及び最終報告書
『CSR 実践の現状と将来―社会関連会計の視点から―』「第 5 章　フランスの CSR と国
際的動向」担当，第26回全国大会，獨協大学（中間報告　第25回全国大会，大阪市大
学，2012年11月10日）
2016年10月29日　日本社会関連会計学会スタディ・グループ（代表：大島正克）報告および最終報告書
『ESG 情報に求められる会計の役割：ESG 情報による企業価値評：』「第 2 章　非財務
情報と開⽰の流れ」担当，第29回全国大会，愛知大学（中間報告　第28回全国大会，亜
細亜大学，2015年10月24日）
〈その他〉
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1994年11月 1 日　「（話題の焦点）経営学会国際連合第 2 回世界大会開催される」『旬刊経理情報735号』
1995年 3 月10日　「（新刊案内）スティーブ・バーネット編　自動車産業のゆくえ―アメリカ日産レポー
ト」『旬刊経理情報747号』
2006年12月　「巻頭言　会計のコンバージェンスとリジオナリズム」『税経通信61巻14号（872号）』
2009年　　　“Business Analysis Association”, in Information Bulletin of The Union of National Economic 
Associations in Japan, no.29. The Union of National Economic Associations （日本経済学会連
合）
2016年 3 月　「英文年報第35号発刊について」『日本経済学会連合ニュース No.52』
